
令和３年度概算要求について

資料４

令和２年10月14日

地域経済産業グループ

中小企業庁



地域の持続的発展のための商業・まちづくり推進事業
（商業課・中心市街地活性化室）
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事業の内容

中小企業庁 商業課
03-3501-1929
中心市街地活性化室
03-3501-3754

事業イメージ

事業目的・概要

中小小売・サービス業者（中小商業者等）は、商店街等として

集積することで、商業機能の提供やコミュニティの中心となるなど、

地域の持続的発展に欠くことのできない重要な存在です。

近年の人口減少や電子商取引の台頭など、地域経済の構造変

化により、商店街等の商業機能としての位置づけも変化しています。

他方で、少子高齢化、働き方の変化等の中、地域における雇用

や医療・介護・保育など生活に不可欠な機能の維持・確保を担う

主体としての期待が高まっています。

また、ウィズコロナ・ポストコロナへの対応として地方移住、リモート

ワーク等の多様な働き方の普及などが進展しており、地域において

も「新たな日常」への変化を取り込むことが必要です。

このため、中小商業者等が、地方公共団体と一体となって、商業

機能のみならず医療や保育など多様な機能を持つまちづくりを推進

するための取組について、財政、人材育成、ノウハウ提供等の面か

ら支援を行います。

これにより、複数の中小商業者等が地域の新たなニーズに対応し

ようとする取組を後押しし、地域の持続的発展を促進します。

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国

中小小売・サービ
ス業のグループ等

（※２）

都道府県・
市町村

（1）補助(※１)

(1/2～2/3)
（1）支援
(自治体毎)

地域の持続的発展のための商業・まちづくり推進事業
令和３年度概算要求額２９.４億円（新規）

（1）地域商業機能複合化推進事業

【空き店舗を活用し商店街等の機能を複合化した事例（油津商店街：宮崎県日南市）】

※１ 国⇒市町村⇒事業者、国⇒都道府県⇒事業者、国⇒都道府県⇒市町村⇒事業者
※２ まちづくり会社、商店街組織、飲食店街、温泉組合など

民間事業者等
（2）委託

（2）外部人材活用・地域人材育成事業

地域ニーズ 対応の取組例

・中小商業者等のグループによる地域コミュニティ機能の活性化に関する取組

を、地方公共団体が支援する場合に、国がその費用の一部を補助します。

・また、地方公共団体等がその実施に当たって、ニーズ等の調査や計画策定、

実証等を行う場合に、国がその費用の一部を補助します。

・地域の課題と多様なスキルを持つ外部人材の情報を集約し、地域と外部人
材をマッチングすることで、地域に不足する専門知識やノウハウを提供します。
・地域の課題に関するオンライン相談のプラットフォームを構築するとともに、効果
的なマッチングを行い、域内人材の育成を図ります。

IT企業誘致 子育て機能整備コミュニティ施設整備

●空き店舗への企業誘致、

創業拠点整備、子育て機能整備

●国内観光・インバウンド誘客

●医療・介護・居住の一体化

●ITを活用した混雑情報の発信、

リモートワーク拠点の整備 等

●地域雇用の創出

●地域への外需の取り込み

●高齢者が歩いて暮らせる街作り

●社会的孤立の解消

●ウィズコロナ・ポストコロナへの対応



国・地方公共団体の連携によるサポート

商店街等による取組例

商店街等による取組例と国・地方公共団体の連携によるサポート

①検討の開始

 中小商業者等のコアメンバーが中

心となって大まかな方向性を決定

②協議の場で連携

 関係者で地域のニーズ・課題

や大まかな方向性を共有

 具体的な取組内容を決定

商店街等

機能を持つ
プレイヤー

地方公共団体
（ファシリテーター）

外部人材

機能の複合化（例）

• 保育園の誘致（子育て世代への対応）

• オフィスを誘致（働く場の充実）

• 医療・福祉施設の誘致

• シェアオフィス・シェアキッチンの整備

• コミュニティスペースの設置

• リモートワーク対応の就労スペース 等

背景・課題の把握（社会的な変化）

• 共働き世帯の増加

• 若年層の都心部への流出

• 車の運転が困難な高齢者の増加

• 超高齢化社会・コミュニティの希薄化

• 副業/兼業・フリーランスの増加

• 新型コロナの蔓延リスク etc.

調査・F/S

 住民ニーズ・課題の調査

 事業の実現可能性調査

外部人材の受入

 地域に不足する専門知識や

ノウハウを外部人材で補う

ビジョン策定

 詳細な方向性を示した

ビジョンの作成

各プレイヤーとの連携と取組の検討（例）

• 地域に不足する知見を有する外部人材の受入れ

• 地域に不足するノウハウを持つ企業との連携

• 外部人材の受入環境の整備

• 多様な機能を持つ関係者（福祉・就労・医療等）との連携

• 関係者が集う地域の核となる場の整備と協議 etc.

③実行

 ビジョンを基に地域の実情に応

じた取組を実施

機能の複合化等
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参考資料：「地域の既存ハード（商店街等）の利活用最適化に関する中間とりまとめ」の概要

（資料掲載先）https://www.meti.go.jp/shingikai/sme_chiiki/jizoku_kano/20200623_report.html
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地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業等
（地域産業基盤整備課）

5



地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業
令和3年度概算要求額 17.0億円（5.0億円）

地域経済産業グループ
地域産業基盤整備課 03-3501-1677

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

事業目的・概要

 地域・社会課題が多様化・複雑化する中、地方公共団体による課題対応が

困難になっており、地域で持続的に課題解決を行うためには、ビジネスモデル

創出が必要です。このため、地域内外の中小企業等※が、地方公共団体等

の地域内の関係主体と連携しつつ、地域・社会課題解決と収益性との両立

を目指す取組（「地域と企業の持続的共生」）を支援します。

 また、新型コロナウイルスを踏まえた新たな生活様式の中で、地域の課題解決

と、大都市圏企業が抱える過密リスク等に同時対応できる取組を支援するこ

とにより、地域課題解決の人材を確保するとともに、中心的な役割を期待され

る法人のネットワーク形成・調査等に必要な経費を支援します。

成果目標

 本事業を通して、地域・社会課題をビジネス目線で解決するサービスモデルの

構築、価値評価や収益性等の検証とその自立化・展開を目指し、課題解決

事業の定着率を令和６年度に60％にすることを目指します。

課題解決プロジェクトの実証

(ⅰ)ベンチャー・中小企業等（大企業等との連携を含む）が、自らもしくは複数
社で連携し、 複数地域（5地域以上）で抽出して束ねられた課題解決・
付加価値向上に資する取組に必要な経費の一部を支援します。

【補助率：２／３以内、補助対象者：中小企業等】

(ⅱ)新たな生活様式に対応するため、大都市圏企業の社員等がリモートワークも
活用しながら、地域の課題解決への参画を促す取組に必要な経費の一部
を支援します。

【補助率：２／３、補助対象者：中小企業等】

(ⅲ)事業者と連携し買い物弱者対策や高齢者の見守りなど地域・社会課題解
決の中心的な役割を担おうとする組織が、連携体制構築に向けたニーズ調
査、課題整理等に必要な経費を支援します。

【補助率：定額、補助対象者：中小企業等、自治体、その他組織】

国

補助（定額）

民間事業者等

補助
（定額、２/３以内）

民間事業者等
（プロジェクト実証
事業者等）

（※中小企業等：創業者、中小企業、大企業、一般社団法人、一般財団法人、NPO法人）
AI配車システム交通弱者

大手デイサービス
事業者

病院・商店等

配車要請

配車依頼
地域の交通公共機関
の衰退による交通弱者
支援

【地域課題】

デイサービス送迎車の空席と、
移動希望者の最適マッチン
グ機能を備えたAI配車シス
テムの活用により、地域の交
通弱者の移動を支援する。

【課題解決】

イメージ例
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概算要求内容事業全体イメージ

(ⅰ) オーガナイザー、プレイヤー、アグリゲーターが連携した、広域かつ長期事業継続を視野に入れた
地域プロジェクトを支援。

(ⅱ) 都市部の企業の社員がリモートワークも活用しながら、地域プロジェクトへ参画する取組を支援。

(ⅲ) オーガナイザーの事業計画策定、ネットワーク形成などの取組を支援。
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（ⅰ）地域プロジェクトへの支援

大企業等と連携し、
10地域以上を支援

B

D E

A

C

‥
‥

‥
‥

B

D E

A

C

５地域以上の課題解
決プロジェクトの実施中小企業等のサービス

提供で複数地域の共
通課題解決

→ 中小企業を支援

 中小企業等のビジネ
ス化による収益性も
同時に達成

大企業等と連携し、10
地域以上の課題解決
を目指すプロジェクトの
支援を強化

→ 大企業も支援の対象
化

→ 大企業等との連携を
進めることで、将来の経
営の安定化も見込める
（以下事例参照）。

10地域以上

大企業

R2年度の取り組み R3年度の追加的取り組み

中小企業等

中小企業等

＜参考事例＞
一般社団法人 かわかみライフ ➡奈良県川上村における複数サービス展開

・2016年10月 移動スーパー、宅配（ならコープとの連携）等の開始
・2017年 4月 GS営業（伊藤忠エネクスとの連携）等の開始

とくし丸 ➡移動販売を主に複数地域に展開
・2012年1月 徳島県徳島市で創業、 ・2016年5月 オイシックス・ラ・大地の子会社に
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（ⅱ）人材確保の取組イメージ

地域企業

地域企業は、地域の人口減少による需要減
少や生産性向上等の様々な課題を抱える。
課題解決をもたらす新技術・新サービスを導
入していくため、地域企業が大都市圏企業の
社員のためのリモートワーク場所を提供し、地
域の課題を一緒に解決していく。

大都市圏企業

大都市圏企業は、感染症まん延や災害リ
スクを抱える。
事業継続体制の構築のために、地域企業
内にリモートワーク場所を設置し、自社の業
務を実施しつつ、副業や兼業として、地域の
課題解決にも取り組む。

 大都市圏企業と地域企業が、交流を深めるとともに、地域の実情や課題を把握。両社が連携し
て、地域の課題解決に貢献する新ビジネス等に取り組む。

リモートワーク
場所の設置 地域企業

・知らない土地で勉強したい
・スキルを活かしきれていない
・地縁があって戻りたい
・地方移住希望 等
➡人材育成や雇用維持につながる
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 地域住民の生活・経済社会活動の維持・継続のために、重要な役割を果たすオーガナ
イザーを全国的に立ち上げ・育成していくことが重要。

 今後、こうした地域課題解決のための中心となるオーガナイザー（一般社団法人などの
ローカル・マネジメント法人）の事業計画策定、ネットワーク形成などの取組を支援する
ことにより、各地域にオーガナイザーが根付いていくことを促す。

支援内容

Ｒ5fy

（ⅲ）オーガナイザー支援イメージ
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 将来的に、オーガナイザーとして、地域内・外の関係者を巻き込む、地域住民の需要に応える
サービス提供等に必要な事業を実施。

地域住民の生活等の維持に貢献するオーガナイザーとして、一般社団法人等の事業計画策定、
ネットワーク形成、課題抽出等を支援（ＦＳ事業）。

（想定される費用例）
勉強会実施費用（人件費・会場費）、専門家謝金、旅費、外注費 等



対象者 NPO法人またはNPO法人以外であって、次の(1)または(2)に該当する方
(1)保育サービス事業、介護サービス事業等を営む方
(2)社会的課題の解決を目的とする事業を営む方

融資限度額 ■担保あり
7,200万円(うち運転資金4,800万円)
■担保なし
「新創業融資制度」を利用する方：3,000万円（うち運転資金1,500万円）
「担保を不要とする融資」を利用する方：4,800万円

対象資金 事業を行うために必要な設備資金および運転資金

貸付期間 設備資金：20年以内（うち据置期間2年以内）
運転資金：7年以内（うち据置期間2年以内）

貸付利率 (ア) 保育サービス事業、介護サービス事業等を営む方：特別利率②（基準利率より0.65%引き下げ）
(イ) 認定NPO法人：特別利率①（基準利率より0.4%引き下げ）

【拡充要求箇所】
(ウ) 社会的課題の解決を目的とする事業を営む方：特別利率①（基準利率より0.4%引き下げ）
⇒過疎地域において社会課題の解決を目的とする事業を営む方：特別利率②（基準利率より0.65%引き下げ）

(エ) 上記(ア)～(ウ)に該当しない方：基準利率

ソーシャルビジネス支援資金の概要及び拡充要求内容

●社会課題の多様化や複雑化を背景に、ソーシャルビジネス事業者の活動が多方面に広がっており、

それに伴い高まっている資金需要に対応する、日本政策金融公庫の制度融資。

●今回、貸付対象のうち過疎地域において社会課題解決を目的とする事業者に対する貸付利率の

引き下げを要求。
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